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3.　省エネルギー目標の設定
　本施設は図書館，学習・教育棟，およびホール棟から構

成され，運営収支のバランスがとれ，かつ利用度の高い施

設とすることが求められていた。

　そこでLCCの面から具体的に，何に注力し，どのくら

いの削減目標を設定すべきか，またそのためのとるべき対

策手法について検討を行った。

3.1　建築面での LCCのマクロ的検討

　建築初期投資コストとしての建設費は明白で目に見えや

すいのに対し，改修，廃棄やランニングコストなどにかか

る長期コストは目に見えにくい。Fig.4は建替え年数を60
年とした場合の中規模事務所建物のLCCの構成である。

　一般的的には，運用費と保全費で60%強を占めることか

ら，建築物の設計や運用においては，長期的コストである

施設設備維持管理費に的を絞った対策が施されることが前

提となる。

Fig.2　The planning policy for the design work

Fig.3　The zoning of the plan

1.　高台は「森，沢」低地は「水田」が原環境　
2.　ニライカナイのシンボライズ化
3.　かつての沢の流れを象徴的に再現
4.　桑江公園との一体化を図り，一団の森の創造
5.　計画地の傾斜面の活用
6.　海からの南風を導き北風を遮断

1.　字公民館の機能・形態の模倣
2.　風水を考慮した分棟・低層様式を取入れ，　
自然の風の引き込み

3.　直接地上に出られるように安全性に配慮
4.　貴重な水を尊重した造形表現
5.　あまはじ空間（日陰）の創造

6.　地場材料，職工技術の活用，沖縄らしさの表現
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3.　将来の用途変更に柔軟に対応できる
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4.　エコマテリアル
5.　五感の快適環境
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1.　子供から高齢者まで気軽に使え，　　　
開かれた施設

2.　町の居間空間
3.　自発的な交流を誘う場の演出
4.　ピロティによる桑江公園との融合広場

・大屋根の下の交流，催事，憩いの　
半戸外空間

・回遊性のある動線計画
5.　効率的な駐車場の配置
6. 　ニライカナイ（地形と風）への軸線
7.　北東（冬風，鬼門）への配慮
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3.2　施設設備維持管理費からの検討

　Fig.5は施設設備維持管理費のシュミレーション結果で
ある。算出方法としては，北谷町庁舎事例や他の近隣施設

事例から採用した各設備維持管理費のm2単価を本施設の

想定建築規模に当てはめたものである。

　その結果，施設の電気，上下水道および電話料などで構

成される需要費・役務費が30%強，警備・清掃委託費が30%

弱で全体の6割を占めた。

　この想定結果から，当初の運用コスト削減目標を10%と

し，これを達成できる省エネルギー設備を計画することと

した。






